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本年度研究成果 

I 研究背景 
空間線量率の減少傾向は、放射線防護や住民とのリスクコミュニケーションに有用な情報である。

従来の研究により、空間線量率は市街地で他の環境よりも早く減少することが報告されている1-3）。ま

た空間線量率は、市街地の主要な被覆要素である舗装面で、草地や土壌などの非舗装面よりも速やか

に減少することがヨーロッパ 4-6）や福島県 7-8）で示されている。以上の情報は、被ばく線量の推定モ

デルにおいて重要なパラメータとなる9,10)。主要な線源となる放射性セシウムは、舗装面で非舗装面よ

りも速やかに減少し、市街地における速やかな環境回復に寄与していることが示唆されている11-12）。

このような市街地や舗装面における放射性セシウム、空間線量率の低減要因として人間活動の影響が

示唆されているが2-3,13)、これを直接的に評価した研究は除染による低減効果を除きなされていない。 

 
II 目的 

空間線量率の減少傾向に対する人間活動の影響について、除染とその他の活動を区別したうえで定

量的に評価することを目的とした。 

 
III 研究方法 

本研究では、試験的アプローチとして空間線量率や放射性セシウムの減少と人間活動の関係につい

て、現地観測を基に評価するとともに、観測結果をパラメータとしたシミュレーション解析により人

間活動による空間線量率の低減効果を評価した。併せて統計的アプローチとして、原子力規制庁が広

域で継続的に取得している空間線量率のモニタリングデータを用い、その変化傾向と人間活動を表す

社会環境データの関係について評価した。 

試験的アプローチでは、大熊町、及び富岡町内で除染の影響を受けておらず、人間活動量が異なる

帰還困難区域、及び居住区域を対象に、空間線量率と舗装面上の Cs-137 沈着量、交通量を観測した
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12）。シミュレーションは昨年度までに開発した 3D-Air Dose Rate Evaluation System（3D-ADRES）、及

び Particle and Heavy Ion Transport code System（PHITS）により実施した。統計的アプローチでは、走

行サーベイデータ（約 117 万データ）を用い、機械学習（LASSO）により空間線量率の環境半減期を

求めた。人間活動を表す夜間灯火量、流動人口を用い、空間線量率の環境半減期との関係を解析した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

空間線量率、及び舗装面の Cs-137 沈着量は、共に人間活動のある居住区域で、人間活動のない帰還

困難区域よりも早く減少し、その減少速度は帰還困難区域の約 2.5 倍であった。また人間活動を表す

指標の一つである交通量は、Cs-137 沈着量の減少量と有意な負の相関を示した。以上の結果から、車

両通行による道路の摩耗などといった除染以外の人間活動により、Cs-137 沈着量の低減が促進され、

空間線量率の減少に寄与することが示された。一方で、車両通行に伴う路面の摩耗は、放射性浮遊塵

の再浮遊による内部被ばく線量の増大に寄与する可能性がある。実際、人間活動のある日中には、大

気中の放射能濃度が 2 倍ほどになる 14）。しかし大気浮遊塵に由来する内部被ばく線量は、外部被ばく

線量の 1％未満であり 15）、車両通行に伴う再浮遊の内部被ばくへの影響は限定的である。 

土壌面における放射性セシウムの沈着量の減少は放射性崩壊に従うこと 16）、舗装面における放射性

セシウムの下方浸透は生じないこと 17）を考慮した場合、空間線量率の低減は線源となる放射性セシ

ウムの放射性崩壊、舗装面における沈着量の減少、及び土壌面における下方浸透に起因する。そこで

放射性セシウムの放射性崩壊に加え、本研究で居住区域、及び帰還困難区域それぞれで得た舗装面に

おける Cs-137 沈着量の減少速度（それぞれ人間活動が「ある」場合と「ない」場合を想定）、並びに

土壌面における下方浸透速度 18）を考慮し、2022 年から 10

年後の空間線量率の減少率と舗装率の関係をシミュレート

した（図 1）。人間活動がある場合とない場合の減少率の差

は、舗装面における放射性セシウムの減少を反映し、舗装率

が大きくなるほど顕著であった。一般的に、低層住宅地や商

業・業務用地における道路面と土壌面の比は、30～100％で

ある 19）。この比を舗装率とした場合、上記 10 年間での空間

線量率の減少は、人間活動により約 0.5～24％促進されると

推定された。人間活動の程度は地域により異なるため、後述

するようその程度を示す指標を用いることで、より実際的

な人間活動の影響を定量的に評価できると考えられる。 

広域での走行サーベイデータと機械学習を用いた解析により、空間線量率の減少は多くの地点で環

境半減期が異なる 3 成分で表され、特に最も環境半減期の短い成分が、地点間の減少傾向の差に寄与

していることが明らかとなった。この短半減期と人間活動量を示す社会環境データ（夜間灯火量、及

び流動人口）は有意に負の相関を示し、人間活動により普遍的に空間線量率が低減していることが確

認された。また得られた相関関係から、流動人口を変数とした環境半減期を表す二重対数式を求め、

上述のよう人間活動の程度に応じた、環境半減期の推定に有効なモデルを導出した。 

今後は本研究で得られたモデルの妥当性を検証すると共に、これまでに本事業の観測結果を公開し

てきた自治体のオンラインコンテンツに、土地利用と空間線量率の関係マップや、空間線量率の予測

といった成果を反映させることで、有用な情報発信を行うことが望ましいと考える。 

 

図 1 空間線量率の減少率と舗装率 
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V 結論 

 除染以外の人間活動により、空間線量率の低減が促進されることが現地での観測データ、及び膨大

なモニタリングデータの双方から示された。シミュレーションとモニタリングデータの統計解析によ

り、人間活動による空間線量率の低減効果を定量的に示すとともに、流動人口を変数とした環境半減

期の推定に有用なモデルを導出した。 
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